
Ⅰ.定義

Ⅱ.不正防止計画

①
責任の所在が不明確で、責任及び意思決定
が曖昧。

・教育研究費の運営及び管理に関わる「最高管理責任
者」、「統括管理責任者」、「部局責任者」及び「部局副
責任者」を体系的に定め、ホームページにより公表す
る。

②
時間の経過、人事異動による責任者の交代等
により、責任体系が形骸化し、責任の所在が
不明確になり、意識が低下。

・定期的に責任体系の周知徹底を図り、責任の所在を
明確化し、意識の低下を防止する。

①
・教育研究費の運営及び管理についての知
識・認識が希薄で理解が乏しい。
・構成員の不正防止に向けた意識の低下。

・統括管理責任者は、教育研究費の不正防止に向けた
コンプライアンス教育及び啓発活動に関する実施計画
を策定し、部局責任者へ実施を指示する。
・全ての構成員を対象として、不正防止対策の理解の
促進を目的としたコンプライアンス教育を定期的・継続
的に実施し、受講状況及び理解度を把握するとともに、
誓約書の提出を求める。
・コンプライアンス教育の内容は、効果的で実効性のあ
るものを設定し、定期的に見直しを行う。
・全ての構成員を対象として、不正防止に向けた意識の
向上と浸透を図ることを目的とした啓発活動を定期的・
継続的に実施する。
・コンプライアンス教育及び啓発活動においては、内部
監査報告等の周知を図り、機関全体として同様のリスク
が発生しないよう徹底する。

②
・ルール・職務権限等が明確化・統一化されて
おらず、構成員の理解が不十分。

・学内で定めるルール・職務権限等は、職位等に応じて
分かりやすく、実態に即して整備する。

主な担当

① ・不明瞭・無計画な予算執行

財務部
教育推進部
研究推進部
産学連携部

②
・過度や長年の取引から生じる業者との密接
な関係・癒着

契約課

③ ・発注業務の形骸化 契約課

④ ・納品検収業務の形骸化 契約課

⑤
・労働条件やルール等の説明不足
・非常勤職員等の勤務実態の確認不足

組織・職員課

⑥
・転売等が行われやすい物品の管理の不徹
底

契約課

⑦ ・出張計画・実行状況の確認不足 全学会計センター

⑧ ・通報窓口が不明確であり、不正が潜在化 総務課

⑨ ・預り金（洗替）の管理の不徹底
財務管理課

財務制度企画課

主な担当

⑩ ・予算執行管理の不徹底 各部局

Ⅲ.不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の見直し

改正 令和  4 年 11 月 14 日

国立大学法人筑波大学教育研究費不正防止計画
平成  27 年  2 月 24 日

教育研究費の不正防止対策推進委員会

改正 平成 28 年  3 月 22 日

改正 平成 31 年  3 月  5 日

事項
番
号

不正を発生させる要因 具体的な対策
（統括管理責任者及び教育研究費の不正防止対策推進委員会）

具体的な対策
（部局責任者）

　「国立大学法人筑波大学における教育研究費の不正防止対策の基本方針」第３項に基づき、教育研究費の適正な運営及び管理を行うため、「国立大学法人筑
波大学教育研究費不正防止計画」を以下のとおり定める。

○ 教育研究費
全ての教育研究経費

○ 部局責任者
「国立大学法人筑波大学における教育研究費の運営及び管理体制に関する要項」において定められた部局責任者

○ 部局副責任者
「国立大学法人筑波大学における教育研究費の運営及び管理体制に関する要項」において定められた部局副責任者

○ 構成員
本学の役員、教職員、学生及び教育研究費の運営・管理に関わる者

・出張計画・実行状況、出張依頼先機関から旅費支給の有無（重複支給）等につ
いて、事務部門における確認の徹底を周知する。

・学外通報窓口を含めた通報窓口及び通報者の保護について周知する。

１．責任体系の明確化

・教員が部局責任者となっている部局においては、
当該部局の事務を所掌する支援室長等の事務系
職員及び域、専攻、学類等の長を部局副責任者に
任命する。

・後任者への引継ぎを確実に行う。
・部局副責任者に責任の範囲を具体的に明示す
る。

２．適正な運営及び管
　理の基礎となる環
　境の整備

・教育研究費の不正防止に向けたコンプライアン
ス教育及び啓発活動に関する実施計画に基づき、
部局内の構成員を対象として、定期的・継続的に
コンプライアンス教育及び啓発活動を実施する。
・コンプライアンス教育の受講状況を管理監督し、
誓約書を提出させる。
・教育研究費により謝金・旅費等を支給する学生
に対してもルールを周知徹底する。

・ルールと実態の乖離の有無について確認し、関
係部局等を含む相談体制を整備する。

・オープンスペースでの打合せ推奨を周知する。
・不正な取引に関与した業者への処分方針を策定し、周知する。
・取引業者から誓約書等の提出を依頼する。

・発注業務に係る権限と責任及びルールを明文化し、周知徹底する。

・納品検収担当者の義務と責任を周知徹底する。
・特殊な役務契約等は、実効性のある明確なルールを周知徹底する。

・事務担当者が労働条件等を説明するとともに、説明後は当該通知書に被雇用
者が署名をするよう周知徹底する。研究者による不正が発生した短期雇用につい
ては、説明者も署名し、責任を明確化するよう周知徹底する。
・非常勤職員等の勤務実態について、事務部門における管理徹底を周知する。
・出勤簿を原則として事務室に設置し、被雇用者が複数勤務日にまとめて押印で
きないようにするなど厳重管理の徹底を周知する。

・換金性の高い物品及び研究者による私物化の不正が発生した物品を特定し、
適正な管理方法等の徹底について周知する。

内部監査の実施に当たっては、過去の内部監査や、統括管理責任者及び部局責任者が実施するモニタリングを通じて把握された不正発生要因に応じて、監査計画を随時見直し、効
率化・適正化を図るとともに、専門的な知識を有する者（公認会計士等）を活用して内部監査の質の向上を図る。

・預り金（洗替）の適正な管理方法等の徹底について周知する。

・部局責任者は、教育研究費の適正な運営及び管理について部局内の構成員に対し周知徹底を行うとともに、部局内で適正に教育研究費の運営及び管理が
行われているかモニタリングを行い、必要に応じて改善指導を行う。

・教育研究費の執行状況を把握し、執行計画と比較するなどにより検証する。
・執行状況に問題がある場合は、関係者と協議の上、改善指導を行う。

教育研究費の不正防止対策推進委員会は、不正を発生させる要因の把握及びその排除に努め、監査室による内部監査報告及び部局責任者による不正防止計画の実施状況報告書
等を踏まえ、本不正防止計画を不正発生要因に応じて随時見直しを行い、効率化・適正化を図る。

Ⅳ.モニタリングの在り方

番
号

不正を発生させる要因 具体的な対策（部局責任者）

３．教育研究費の適正
　な運営及び管理活

　　動

・本部各部は教育研究費の不正防止対策推進委員会の実施部門として、各不正発生要因に対して具体的な対策を講じ、周知徹底を図る。

番
号

不正を発生させる要因 具体的な対策（本部）

・教育研究費の目的に合致し、説明責任を果たすことができる予算執行の必要性
を周知徹底する。
・計画的な予算執行の必要性や繰越制度等について周知する。
・学内のルールと配分機関等が定めるルールの乖離状況を把握し、学内に周知
する。
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